
◎基本政策

●手段（当初事業計画）●

 ‣ かかりつけマップ（地域の医療機関・介護事業所の把握）

 ‣ かかりつけ医・在宅療養相談窓口

   （医療相談、在宅療養に伴う医療・介護連携に関する相談）

 ‣ 多職種ネットワークの促進

 ‣ 地域医療連携推進協議会・検討部会

［ ]    （地域医療連携の課題、適切な仕組みづくり）

 ‣ 東京大学高齢者社会総合研究機構（ＩＯＧ)との連携

 ‣ 地域の専門機関との連携

 ‣ 在宅療養者等に対する歯科訪問健診・予防相談指導

 ‣ 地区歯科医師会による在宅歯科診療推進のため、歯科医療機器

［ ] 　購入費用の助成

在宅療養支援窓口事業  ‣ 高齢者あんしん相談センターに相談窓口を設置

［ ] 　（退院後の介護環境の調整、医療関係者との事例検討会等）

＊インフォーマルサポート

２　健康で安心な生活基盤の整備

主要課題 No. 16 在宅医療・介護連携の推進

事業
番号 計画事業（所管課）

年次計画 令和6年度

事業費
（千円）令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

71 4,800
高齢福祉課

　国などが行う公的な各種サービスに対し、家族や友人、近隣住民、ボランティアなどの非専門職による支
援・援助のこと

69 14,844地域医療連携事業

高齢福祉課・健康推進課

70 9,792

在宅療養者等歯科訪問健診・
予防相談指導事業

健康推進課


